
令和７年度

主 要 事 業 一 覧 表

岡山県新見市



(1) 観光ＰＲ事業 事業費：46,271千円

(2) ふるさと大使と巡る市内観光ツアー事業 事業費：2,500千円

(3) インバウンド対策委託事業 事業費：300千円

(4) 観光レンタカー助成事業 事業費：1,000千円

(5) 神郷温泉多目的芝生広場公衆トイレ整備事業 事業費：4,400千円

(6) 公立大学地域連携運営事業 事業費：5,500千円

(7) 高校魅力化推進事業 事業費：10,570千円

(8) アメリカニューパルツ中学生・高校生派遣事業 事業費：7,052千円

(9) 公募型まちづくり事業 事業費：3,000千円

(10) 小規模多機能自治一括交付金事業 事業費：45,770千円

神郷温泉多目的芝生広場に隣接する既存の公衆トイレを解体・新築するための実施設計を行
います。

地域共生推進センターに専門員を配置し、地域をテーマとした講演会やワークショップ等の
市民への学びの提供、新見公立大学生の地域課題探究活動の支援を行います。

新見市版地域共生社会構築計画に基づき、小規模多機能自治に取り組む地域運営組織に財政
支援策として、使途に必要以上の制限を設けない一括交付金を交付します。（２９団体を予
定）

市内高校の魅力向上を図るため、高校生が充実した学校生活を送ることができる支援を行い
ます。

友好親善の一層の促進を図るため、姉妹都市縁組を締結しているアメリカニューパルツへ市
内の中学生・高校生を派遣します。（令和７年９月下旬～１０月上旬頃　計７日間派遣予
定）

地域課題の解決や地域活性化につなげるため、市民団体等が自ら企画実施する事業を公募
し、提案団体へモデル的に委託し実施します。

マスコットキャラクター「にーみん」グッズの活用やふるさと観光大使を活用した関西圏へ
の情報発信など、都市圏に向けて本市の観光資源を効果的にＰＲします。

情報発信力が高いふるさと大使と市内観光地等を巡る１泊２日の観光ツアーを実施します。
（令和７年９～１１月頃実施予定）

市内事業者を対象とした外国人観光客受入のための機運醸成及び旅行者の傾向と対策を学ぶ
研修会等を開催します。

訪日外国人も含めた個人観光客の二次交通の確保や市内の周遊性向上を目的に、レンタカー
費用の一部を助成します。（２千円／台（宿泊を伴う場合は３千円／台）を助成）

都市から新見へ 新しいひとの流れをつくる事業
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(11) 結婚新生活支援事業 事業費：3,000千円

(12) 地域運営組織活動拠点施設整備事業 事業費：164,000千円

(13) ボランティア移動支援助成事業 事業費：1,660千円

(14) ふるさと納税促進事業 事業費：86,651千円

(15) 空き家活用推進事業 事業費：40,000千円

(16) 関係人口創出事業 事業費：19,100千円

(17) 地域おこし協力隊事業 事業費：28,100千円

(18) 地方創生テレワーク推進事業 事業費：5,200千円

(19) サテライトオフィス進出検討支援事業 事業費：900千円

(20) お試し暮らし支援事業 事業費：720千円

夫婦ともに３９歳以下かつ世帯所得５００万円未満の世帯に対し、結婚に伴うスタートアッ
プに係る住宅取得費用又は賃借費用、引越費用、リフォーム費用の一部を助成します。

地域運営組織などの地域団体が地域住民の互助による輸送サービスを行う組織を立ち上げる
場合に、経費（車両のリース料、自家用有償旅客運送認定講習料等）の一部を助成します。
（補助率２／３以内）

大佐布瀬及び哲西町大竹に、地域運営組織の活動拠点となる地域づくりセンターを整備しま
す。（布瀬：旧布瀬地域交流ほっとサロンを改修、大竹：既存施設の解体・新築を実施）

関係人口創出に向けた積極的な広報・ＰＲ活動のほか、本市の応援団となる市外在住者に対
し、ふるさと市民証交付や市内施設を利用できる半額助成券送付、にーみーとツアー実施な
ど来市の機会を創出します。

地域外から意欲ある人材を受け入れ、新たな視点・発想により本市の地域資源を再発見し、
地域の元気づくりにつなげます。（令和７年４月１日から新たに３名が着任予定　計５名）

地域経済の活性化と住みよいふるさとづくりを推進するため、ふるさと納税を通じた本市の
特産品のＰＲを行います。（令和７年度目標額：１億８千万円）

移住希望者や市内在住者のうち４０歳以下の人、又は中学校卒業までの子を養育している人
が市内定住を目的に空き家を活用する場合、購入費や改修費等を助成します。（令和７年度
から補助要件を一部変更）

サテライトオフィス進出検討企業の将来的な進出につなげるため、進出検討企業に対して、
本市を視察する際の宿泊費や交通費等の一部を助成します。

移住希望者やにいみｄｅ子育て体験事業の対象者に対し、市内での生活を実体験できる機会
を提供するため、滞在費（宿泊費）の一部を助成します。

サテライトオフィスを誘致し、地元での雇用と新たなビジネスを創出することで、就職時の
若者流出を防ぎ、移住者の増加を図ります。

- 2 -



(21) 移住定住奨励事業 事業費：14,000千円

(22) 同窓会開催支援事業 事業費：1,500千円

(23) 第５次にいみ男女共同参画プラン策定事業 事業費：4,830千円

令和８～１２年度を計画期間とする第５次にいみ男女共同参画プランを策定します。

移住定住を推進するため、市内に住民票を有しIＪＵターンや卒業等で就職した人に対し、
奨励金としてにーみんポイントを付与します。（ＩＪＵターン者：２０万ポイント　新卒
者：１０万ポイント）

市内で開催される同窓会に要する経費の一部について補助します。（２千円／人）
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(1) 大佐中学校区小中一貫校整備事業 事業費：564,000千円

(2) 寺子屋にいみ運営事業 事業費：24,720千円

(3) ＩＣＴ教育推進事業 事業費：22,298千円

(4) ドローンプログラミング事業 事業費：5,113千円

(5) ふるさとキャリア教育推進事業 事業費：4,339千円

(6) 小中学校施設ＬＥＤ化事業 事業費：111,000千円

(7) 部活動地域移行推進事業 事業費：3,636千円

(8) 学校給食費応援にーみんポイント事業 事業費：102,400千円

(9) 放課後児童健全育成事業 事業費：68,138千円

(10) 中１ギャップ解消事業 事業費：783千円

保護者の経済的な負担を軽減し、児童生徒の健やかな成長を支えるため、本市独自の子育て
支援として、小中学校の学校給食費に相当するにーみんポイントを付与します。

放課後の時間帯等に保護者が就労等で不在の児童を健全に育成するため、地域や保護者等が
中心となって遊びや生活の場を提供する放課後児童クラブに対して、運営補助金を交付しま
す。

中学校進学に伴う環境変化によって生じる、いわゆる「中１ギャップ」を解消するため、小
中交流授業や体験入学を通じて、不登校を未然に防止するための体制づくりを進めます。

部活動地域移行に向けて、部活動地域移行推進委員会で持続可能な中学生の文化・スポーツ
活動の在り方について検討するとともに、令和９年度からの実施を目指し、部活動指導員の
配置を拡充します。

ＧＩＧＡスクール構想実現のため、全小中学校に導入したタブレット端末や電子黒板などを
活用し、ＩＣＴ教育指導員及び支援員を配置するなどＩＣＴ教育を推進します。

児童生徒の論理的思考力を伸ばすため、ドローンを活用したプログラミング教育を市内全小
中学校で実施します。

本市の豊富な地域資源や人材を活用し、学校、家庭、地域が連携した地域学習を行うことで
地域への愛着や地元貢献意識を育み、将来の市を担う人材の育成を目指します。

市内小中学校の照明器具のＬＥＤ化を令和７年度～９年度の３か年計画で行います。（令和
７年度：小学校３校・中学校２校）

大佐地区にある刑部小学校と大佐中学校を一体とした、施設一体型小中一貫校の整備を行い
ます。（令和７年度は、建築材料（地元産の木材を利用）の製材加工や既存施設の解体撤
去、施設整備工事を実施）

新見公立大学生が指導を行う寺子屋にいみ（公営塾）を新たに開設し、大学生のアルバイト
先の確保も行いながら、市内小中学生の学力向上にも取り組みます。（２０２４かしのき基
金充当事業）

若者が結婚･出産･子育ての希望を実現できる地域をつくる事業
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(11) インクルーシブ教育推進事業 事業費：46,698千円

(12) 教師業務支援事業 事業費：39,561千円

(13) 学校連携コーディネーター配置事業 事業費：5,561千円

(14) 妊娠・出産応援パッケージ事業 事業費：10,800千円

(15) 母子保健ＤＸ事業 事業費：3,792千円

(16) 妊娠・出産包括支援事業 事業費：6,064千円

(17) 病児・病後児保育事業 事業費：11,282千円

(18) 子育て支援金支給事業 事業費：10,000千円

(19) 出産・子育て応援事業 事業費：18,873千円

(20) 子育て支援医療費給付事業 事業費：98,486千円

子育て環境の充実のため、市独自の取組として１８歳まで医療費自己負担分の全額を給付し
ます。

病児・病後児保育事業を実施する事業所に対して運営費を補助します。
また、現在運営している事業所に加え、新たな事業所の開設を目指します。

次代を担う子の誕生を祝福し、健やかな成長と明るい家庭を築くため、市独自の取組として
１人につき１０万円の出生祝金を支給します。（現金８万円、にーみんポイント２万円分）

妊娠・出産・子育ての一貫した伴走型相談支援と妊娠・出産時の関連用品の購入助成や一時
預かり等の利用者負担軽減を図る経済的支援を一体的に行います。（妊娠期５万円、出産後
５万円を交付）

妊婦の経済的負担の軽減を図り、安心・安全に妊娠・出産できる環境を整備するため、妊娠
後期（妊娠８か月）以降の健診に係る交通費及び出産時の宿泊費の助成を行います。

子育て世帯への情報発信や利便性の向上を図るため、妊娠届の提出や電子母子手帳の交付、
母子保健事業のオンライン予約などを可能にする子育て支援アプリ情報配信サービスを導入
します。

妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援の体制を確保し、安心・安全で健やかな妊
娠・出産・産後をサポートします。（令和７年度から産後ケア事業に「デイサービス型」を
追加し、「宿泊型」の助成額を増額）

児童生徒の特性に応じた教育の充実や学力の向上等を図るため、支援員等の配置や特別支援
教育推進センターによる支援を行います。

教師業務アシスタントや業務サポーター等を配置することにより、教員の働き方改革を推進
し、児童生徒の指導や授業の準備に集中できる体制の構築を目指します。

本市を愛し支える人材を育成するため、学校連携コーディネーターを配置し、市内高校と地
域・小中学校・大学及び企業との連携強化を図ります。
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(1) 農業実務研修支援事業 事業費：1,850千円

(2) 学校給食地域特産物利用促進事業 事業費：3,000千円

(3) スマート農業推進事業 事業費：3,000千円

(4) 耕畜連携推進事業 事業費：5,000千円

(5) 新規就農者確保対策事業 事業費：10,000千円

(6) 農作物被害対策事業 事業費：33,850千円

(7) 飼料生産基盤拡大事業 事業費：5,000千円

(8) 和牛改良事業 事業費：9,000千円

(9) 千屋牛生産基盤拡大事業 事業費：6,000千円

(10) 千屋牛生産振興奨励事業 事業費：6,000千円

新規就農者の負担を軽減し、早期の経営基盤確立を図るため、新規就農者が新たに果樹棚等
を整備する場合、国や県の補助事業に係る個人負担分を市が全額助成します。

猪・猿等による農作物被害軽減のため、捕獲柵や防護柵等の設置に係る経費を助成します。

粗飼料生産組織又は組織に位置付けを予定している者に対し、飼料生産基盤拡大に必要な飼
料収穫用機械又は飼料の一時保管設備整備費用の一部を助成します。

優良牛認定委員会で認定された繁殖雌牛を５年間保留する場合、１頭あたり３０万円の補助
金を交付します。

３年間で千屋牛の飼養頭数２０頭以上の増頭を目指す畜産農家や法人に対し、牛舎等の施設
整備又は自給飼料収穫用機械等の設備整備費用の一部を助成します。

意欲ある経営体の千屋牛生産振興を図るため、黒毛和種雌牛を自家で生産し保留又は市場等
から購入した場合、奨励金を交付します。

国事業の支援対象とならない、５０歳以上６０歳未満のぶどう・トマト・リンドウでの新規
就農希望者に対して、農業実務研修に係る経費の一部を助成します。（５５歳以上６０歳未
満は市独自の助成）

地産地消・食育の一環として、市の特産物を学校給食に利用することにより、児童・生徒に
地域農畜産業の理解を深めるとともに地域特産物の消費拡大を図ります。

意欲ある担い手を支援するため、ロボット技術や情報通信技術を活用して、省力化・精密化
や高品質生産を実現するスマート農業機器の購入費や、ドローン操作に必要な資格取得費等
の一部を助成します。

水稲農家の経営安定のため、飼料作物・ＷＣＳ用稲・飼料用米への転作に対し上乗せ助成を
行い、水田の遊休農地化を防ぐとともに、畜産飼料の自給率向上を図ります。

地域に仕事をつくり、経済が好循環する環境をつくる事業

- 6 -



(11) 有害鳥獣捕獲駆除事業 事業費：24,931千円

(12) 新規狩猟者確保育成事業 事業費：799千円

(13) 農業用水路等長寿命化・防災減災事業 事業費：29,900千円

(14) ため池防災減災対策事業 事業費：11,055千円

(15) 新たな森林管理システム構築事業 事業費：11,040千円

(16) 森林保育支援事業 事業費：760千円

(17) 植林促進事業 事業費：25,500千円

(18) 市町村森林経営管理事業 事業費：10,000千円

(19) 再造林促進事業 事業費：4,000千円

(20) ウッドスタート事業 事業費：6,235千円

現在、受益のない市内２箇所のため池について、防災減災を目的とした廃止工事を行いま
す。（令和７年度は廃止工事に向けた設計を実施）

適切な管理が行われていない森林を市が所有者から委託を受けて管理するため、経営管理の
委託意向調査から森林整備まで行う「新たな森林管理システム」を構築します。【森林環境
譲与税事業】

森林保育作業でおかやま森づくり県民税事業の補助対象外となる６～１０年生の人工林で下
刈り作業を実施する場合、その経費の一部を助成します。【森林環境譲与税事業】

植林作業の担い手確保・育成による継続的な森林整備が行える体制の整備と、森林資源の循
環利用を図るため、皆伐跡地に植林を実施した事業者に対して補助を行います。【森林環境
譲与税事業】

森林経営管理法に基づき、森林管理の意向調査等を実施し、市が管理受託した自然的条件か
ら林業経営に適さない森林について、間伐等の森林整備を行います。【森林環境譲与税事
業】

次世代へ豊富な森林資源をつなぐため、再造林を実施した場合、森林所有者に対して奨励金
を交付します。【森林環境譲与税事業】

木育の推進を図るため、新見産木材を活用した木のおもちゃを市内で製作し、１歳６か月児
にプレゼントします。【森林環境譲与税事業】

有害鳥獣を捕獲し駆除するため、駆除班への活動助成金や猪・猿等の捕獲奨励金などを支給
します。

新規狩猟者の確保のため、銃所持許可や箱わなの購入に係る費用の一部を助成するととも
に、新規狩猟者を対象にした講習会を実施します。

哲多町花木久保井野畑地かんがい施設の改修工事を行い、農業経営の安定化と防災減災対策
を図ります。
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(21) 地域林業担い手育成事業 事業費：3,311千円

(22) 木材生産向上支援事業 事業費：40,000千円

(23) 林業・木育普及活動支援事業 事業費：1,500千円

(24) 新見産材のぬくもりを活かした家づくり支援事業 事業費：12,000千円

(25) 木造住宅建築業者支援事業 事業費：5,500千円

(26) 森林境界明確化事業 事業費：66,487千円

(27) 木質バイオマス利用促進事業 事業費：33,700千円

(28) 森林由来Ｊ－クレジット創出事業 事業費：3,000千円

(29) 市内事業者事業承継推進事業 事業費：2,400千円

(30) 中小企業支援事業 事業費：2,500千円

林業に関する活動やイベント等の開催により、林業・木育に関する普及啓発を行う団体に対
して、活動経費の一部を助成します。【森林環境譲与税事業】

新見産材の需要拡大のため、木造住宅の新築又は既存住宅の増改築に係る経費の一部を助成
します。（令和７年度から新築分の補助額を７０万円に増額）【森林環境譲与税事業】

新見産材のぬくもりを活かした家づくり支援事業において、住宅建築を請け負った建築業者
に対し、建築に係る経費の一部を助成します。（令和７年度から新築分の補助額を３０万円
に増額）【森林環境譲与税事業】

新見市森林管理用ＧＩＳシステムを活用し、航空画像や航空レーザー解析データ等を基に森
林所有者への確認作業を行い、森林境界の明確化を行います。【森林環境譲与税事業】

林地残材を未利用材としてチップ工場に搬出し、市内の木質バイオマス発電所で利用した場
合や、未利用材の搬出等を条件に作業道を開設した場合に経費の一部を助成します。【森林
環境譲与税事業】

Ｊ－クレジット制度を利用し、市有林の適正な管理により増加するＣＯ２吸収量を森林由来
Ｊ－クレジットとして創出・販売します。（令和７年度は、クレジット創出に必要なプロ
ジェクト登録に向けた計画書を作成）

市内事業者を対象とした事業承継に関するアンケートを実施し、その結果をもとにプラット
フォーム等を活用した事業者と後継者とのマッチング支援や事業承継に関する助言等を実施
します。

現在、人の手で行っている業務を代替する設備の導入経費など、省力化に資する事業への補
助を対象事業に追加し、市内事業所における人手不足の解消を支援します。（補助率１／２
補助上限額５０万円）

新見市林業担い手対策協議会を中心に、若者や移住者等に向けた林業のＰＲ活動や就業相談
等を行い、林業の担い手を確保します。【森林環境譲与税事業】

森林施業等の効率化と生産性の向上を推進するため、新規購入に比べて安価な中古高性能林
業機械等購入費の一部を助成します。【森林環境譲与税事業】
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(31) オリジナルＩＣＯＣＡ電子マネー利用促進事業 事業費：14,400千円

(32) 市内就職奨励事業 事業費：9,000千円

市内事業所に就職した人に対し、奨励金として最大３０万円分のにーみんポイントを付与し
ます。（１年毎に１０万円分を支給し最長３年。市内の高校・大学新卒者は初年度に１０万
円分を加算）

電子マネーの利用促進及び習慣化を図るとともに、更なるにーみんポイントの利用を促進す
るため、キャッシュレス決済２０％還元キャンペーンの実施やモバイルＩＣＯＣＡへの乗り
換えを推進します。
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(1) 金谷土地区画整理事業 事業費：134,731千円

(2) 新見駅周辺まちづくり検討事業 事業費：10,300千円

(3) 公募型鉄道利用促進事業 事業費：1,000千円

(4) 芸備線利用促進実証運行事業 事業費：16,914千円

(5) 鉄道利用促進事業 事業費：1,000千円

(6) 県境鉄道サミット連携事業 事業費：600千円

(7) 地域公共交通計画に基づく公共交通再編事業 事業費：66,634千円

(8) 高齢者等タクシー利用助成事業 事業費：22,000千円

(9) 介護手当給付事業 事業費：20,000千円

(10) 介護職員初任者研修実施事業 事業費：1,262千円

６５歳以上の寝たきり又は中度以上の認知症の状態にある高齢者を在宅で常時看護又は介護
している人に対して、月額１万円を支給します。

訪問介護事業所で働くために必要な「介護職員初任者研修」は、県南のみで実施されている
ことから、市内在住の研修未受講者が研修を受けやすくするよう市内で研修を実施し、介護
人材不足の解消につなげます。

金谷地区に、防災ネットワーク道路にもなる都市計画道路を基軸とした市街地整備を行いま
す。（令和７年度は、令和９年度の工事着手に向けた路線測量や換地設計、実施設計、補償
調査等を実施）

新見駅まちづくり基本構想及び未来ビジョンに基づき、官民の幅広い関係者が参画するエリ
アプラットフォームである「新見駅周辺みらいプロジェクト」の運営及び民間主体のイベン
ト事業を支援します。

市民団体等からＪＲ利用促進の提案事業を募集し、成果が見込める取組を選定し事業委託を
行います。

ＪＲ芸備線の利用促進と効率的で持続可能な交通体系を構築するため、哲西地域で乗合タク
シーの実証運行を引き続き行います。

ＪＲ利用者の増加を図るため、新見市鉄道利用促進協議会を中心に、にーみんポイントを活
用した利用促進の取組や利用啓発活動、各種イベント等を行います。

ＪＲ芸備線・木次線でつながる自治体（新見市、庄原市、奥出雲町）が連携し、地域住民の
利用促進に向けた機運の醸成、地域間交流の推進、両線の乗車人員の増加等を図ります。

地域公共交通計画に基づき、哲多・新見南西部乗合タクシーの本格運行を目指します。ま
た、令和７年度から新たに新見南部地域で乗合タクシーの実証運行を行います。

運転免許を保有していない７５歳以上の高齢者や障がい者・要介護者等に対して、タクシー
料金の一部を助成し、日常生活の利便性の向上と経済的負担の軽減を図ります。

魅力的で持続可能な地域をつくる事業
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(11) 介護職員定着奨励金給付事業 事業費：1,050千円

(12) 難聴高齢者補聴器購入費助成事業 事業費：1,064千円

(13) 介護ロボット普及推進事業 事業費：1,108千円

(14) 障害者就労継続支援事業所支援事業 事業費：2,000千円

(15) アピアランスケア（がん患者ウィッグ等購入費）助成事業 事業費：300千円

(16) 歯周疾患検診委託事業 事業費：914千円

(17) 看護学生奨学支援金給付事業 事業費：4,320千円

(18) 看護師定着奨励金給付事業 事業費：500千円

(19) 防犯対策支援事業 事業費：4,000千円

(20) 防災訓練実施事業 事業費：2,000千円

看護師確保のため、市内医療機関へ就職した４５歳未満の人に対し、定着奨励金として最大
５０万円を支給します。（１年毎に１０万円支給し最長５年。令和７年度から支給開始）

安心・安全なまちを目指し、犯罪の抑止及び被害の防止を目的とした補助金を交付します。
（【新規】防犯カメラ設置補助、防犯機能付電話機設置補助　【継続・統合】防犯灯設置補
助）

市民の防災意識の高揚を図るため、災害応急対応及び避難所開設運営訓練を自主防災組織等
と連携して行います。

介護事業所の人材確保のため、市内介護事業所へ就職した人に対し、定着奨励金として最大
５０万円を支給します。（１年毎に最大１０万円支給し最長５年。令和７年度から支給開
始）

６５歳以上の市民を対象に、加齢性難聴者（身体障害者に該当しない中等度難聴）が補聴器
を購入する場合の購入費の一部を助成（補助上限額３万円）します。また、申請手続をス
ムーズに行うため、市役所の窓口に軟骨伝導イヤホンを設置します。

介護事業所において、介護ロボットの導入を支援するため、介護ロボット展示体験会を開催
するほか、介護ロボットお試しレンタル事業を実施します。（レンタル期間は２か月を想
定）

市内障害者就労継続支援事業所を対象に、活動の省力化や環境改善に資する備品購入費等の
助成を行います。

がん治療に伴う外見の変化を補完するウィッグや補整具等の購入費の一部を助成します。
（補助率１／２　補助上限額〔ウィッグ〕３万円、〔補整具等〕３万円）

新見歯科医師会等に委託し、２０歳から７０歳までの市民を対象に１０年毎に希望者に対す
る検診費用の一部を助成します。（令和７年度から２０歳、３０歳を対象者に追加）

地域医療を支える看護師不足を解消するため、市内の医療機関に看護師として勤務する意志
のある学生に対し、修学に必要な資金を給付します。
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(21) クラウド型被災者支援システム導入事業 事業費：455千円

(22) 避難所環境改善事業 事業費：10,033千円

(23) ヘリポート整備事業 事業費：59,100千円

(24) 消防用車両整備事業 事業費：90,000千円

(25) 消防団活動支援事業 事業費：63,106千円

(26) 消防団員活動服更新事業 事業費：12,000千円

(27) 市営住宅高尾団地建替事業 事業費：35,216千円

(28) 空家等適正管理支援事業 事業費：10,500千円

(29) 木造耐震診断・耐震改修促進事業 事業費：2,800千円

(30) 公民館施設改修事業 事業費：34,700千円

主要地方道新見勝山線バイパス事業に伴い、市営住宅高尾団地の建て替えを行います。（令
和７年度は、測量調査や基本・実施設計を実施）

空家等対策の推進に関する特別措置法の規定に基づき、空家の除却や付帯工事を実施した場
合に、経費の一部を補助します。（補助率１／３　補助上限額５０万円）

木造建築物の耐震化等を促進し、地震等による人的・経済的被害を軽減するため、耐震診断
や改修費用の一部を助成します。（令和７年度から耐震診断、耐震改修の補助上限額を増
額）

市内公民館の調理室へエアコンを設置するとともに、照明器具のＬＥＤ化を実施します。
（令和７年度は、エアコンを４施設、ＬＥＤ化を５施設で実施）

内閣府が構築した「クラウド型被災者支援システム」を導入し、り災証明の発行の迅速化や
避難行動要支援者名簿・個別避難計画の作成・更新など、被災者支援業務の省力化及び効率
化を図ります。

避難所開設後の早い段階から、安全で安心かつ快適な環境のもと避難生活が送れるよう、避
難所に簡易トイレ(目隠しテント付）、スポットクーラーを新たに整備します。

救急搬送における救命率の向上と各種災害における被害の軽減を図るため、ドクターヘリや
防災ヘリが常時安全に離着陸できるヘリポートを整備します。

消防活動で使用する高規格救急自動車１台及び消防ポンプ自動車（ＣＤ－Ⅰ型）１台を更新
します。

消防団を中核とした地域防災力の充実強化を図るため、団員の確保に努めるとともに、活動
補助金を交付することにより、消防団活動を支援します。

消防団活動の安全性・機能性の向上を目的とし、全消防団員の活動服を視認性、通気性等に
優れたものに更新します。（令和７年度で更新完了）
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(31) 法曽陶芸館特別展実施事業 事業費：2,500千円

(32) 文化交流館設備整備事業 事業費：77,000千円

(33) 自然環境保全促進事業 事業費：3,750千円

(34) プラスチック再資源化事業 事業費：67,550千円

(35) 脱炭素促進事業 事業費：7,200千円

(36) ごみ分別収集啓発事業 事業費：400千円

(37) 再エネ地域循環促進事業 事業費：5,500千円

(38) 公共施設における脱炭素促進事業 事業費：3,500千円

(39) 処理センター整備事業 事業費：34,200千円

(40) クリーンセンター基幹的設備改良事業 事業費：160,000千円

４月から開始するプラスチックの資源収集に併せ、ごみ分別収集方法やリサイクル率向上に
向けた行政放送番組、広告、啓発コンテンツなどを作成し、ごみ分別に対する意識向上を図
ります。

再生可能エネルギーの資源循環を促進するため、公共施設に設置した太陽光発電の余剰電力
を活用した事業を行います。（電気自動車を購入し、公用車やカーシェア車両として活用）

電力使用量の削減を図るため、エアコン制御・最適化機器（ＥＭＳ：エネルギー・マネジメ
ント・システム）を令和７年度は和みの郷かなやに設置します。

現在の埋立設備が令和１２年度で埋立終了となる計画であることから、次の埋立設備を同処
理センター内に増設します。（令和７年度は、施設整備に関するボーリング等調査や測量、
基本設計を実施）

ごみ焼却施設の安定的な稼働と延命化を図るため、クリーンセンターの基幹的設備を整備し
ます。

同施設の開館２０周年を記念し、２０年間の歩みを振り返る企画展と特別展を開催します。

建設から２０年以上経過した「まなび広場にいみ」のリモート機器、吊物機構、音響設備を
更新します。

本市の自然環境を後世に残すため、市内の生物多様性に係る実態調査を行うほか、市内で環
境保全活動を行う団体や組織などの活動を支援するため、有識者や専門家を市から派遣する
事業を実施します。

プラスチックの再資源化に向け、令和７年度から市内全域を対象にプラスチックの収集運搬
や選別圧縮梱包等の再資源化事業を行います。

これまで実施してきた太陽光発電設備や蓄電池、電気自動車購入補助に加え、事業者向けの
メニューを新設し、事業用電気自動車の購入に対する補助を行います。
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(41) 高梁ブロックごみ処理広域化検討事業 事業費：1,363千円

(42) 緊急自然災害防止対策事業（道路） 事業費：329,100千円

(43) 道路メンテナンス事業 事業費：214,551千円

(44) 道路巡回等業務委託事業 事業費：66,000千円

(45) 除雪トラック更新事業 事業費：37,000千円

(46) 道路防災点検管理システム整備事業 事業費：1,300千円

(47) 社会資本整備総合交付金事業 事業費：62,788千円

(48) 道路新設改良事業 事業費：313,000千円

(49) 緊急自然災害防止対策事業（河川） 事業費：189,500千円

(50) 無線ＬＡＮアクセスポイント更新事業 事業費：14,500千円

冬季積雪時の生活道路の交通を確保するため、除雪トラックを２台更新します。

落石対策を要する危険個所や道路損傷箇所の点検対応記録をデジタル管理し、今後の防災対
策工事に活用します。

総合的なインフラ老朽化対策や事前防災・減災対策に取り組むため、道路法面の落石対策工
事を行います。

過疎対策事業債を活用し、道路改良や舗装工事を実施します。（新見公立大学線など）

災害発生の予防及び災害拡大を防止するため、護岸改修等を令和７年度まで集中的に行いま
す。

市民及び市内へ来られた方の利便性向上を図るため、市内公共施設の無線ＬＡＮアクセスポ
イントを更新します。

新見市・高梁市・吉備中央町における焼却施設の共同設置、単独設置及び外部搬出に係る比
較検討などを２市１町合同で行います。

災害発生の予防及び災害拡大を防止するため、道路防災工事や道路照明のＬＥＤ化を令和７
年度まで集中的に行います。

総合的なインフラ老朽化対策や事前防災・減災対策に取り組むため、橋梁や跨線橋の点検及
び補修工事を行います。

市が管理する県・市道の道路パトロール業務を民間業者へ委託し実施します。（令和７年度
から北部・南部の２工区体制に変更）
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(51) 情報システム標準化等対応事業 事業費：297,700千円

(52) きらめき広場・哲西改修事業 事業費：168,000千円

「地方公共団体情報システムの標準化に関する法律」に基づき、本市の総合行政システム、
健康管理システムを標準化対応するためのシステム改修を実施します。

公共施設再配置計画に基づき、きらめき広場・哲西の空調設備、照明設備、外壁、屋根等を
改修します。（令和５年度～７年度事業　総事業費 ３２０，０００千円）
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